
  ○岡山市障害児保育対策事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 保護者の労働もしくは疾病その他の事由により家庭において保育を受けることが 

困難となり，かつ，心身に障害を有する児童に対し，必要な保育を行うことにより，心 

身の発達を促すとともに，社会生活に必要な基礎的能力を養い，障害児の福祉の増進を 

図るため，障害児を受け入れている私立保育所等に対し，予算の範囲内で補助金を交付

するものとし，その交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助金等交

付規則（昭和４８年市規則第１６号。以下「規則」という。）の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，規則で使用する用語の例による。 

２ この要綱において「私立保育所等」とは，本市内に設置される，子ども・子育て支援

法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。）第２７号第１項に規定する

特定教育・保育施設のうち，設置者が岡山市以外の保育所及び認定こども園をいう。 

３ この要綱において「障害児」とは，支援法第１９条第１項第１号，第２号及び第３号

に概当する子ども（認定こども園については，別表１に掲げる認定こども園の類型に応

じた支給認定の区分に該当する子ども）のうち，次に掲げる要件のいずれかに該当する

児童をいう。 

 (1) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に基づく特

別児童扶養手当の支給対象児童（所得により手当の支給を停止されている場合を含

む。） 

 (2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体

障害者手帳の交付を受けている児童 

 (3) 「療育手帳制度について」（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号通知）に

基づき療育手帳の交付を受けている児童 

(4) その他前２号に掲げる児童と同等程度の障害を有するものとこども総合相談所又は

医療機関等において判定し，又は診断された児童 

４ この要綱において「拠点保育所」とは，障害児保育の拠点となる保育所として市長が



指定したものをいう。 

５ この要綱において「拠点枠」とは，前項の拠点保育所の利用定員のうち３歳以上児に

ついて１０人以内，３歳未満児について３パーセント以内で設定された障害児受入枠を

いう。  

（補助事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，保育が必要な障害児

であって，集団保育が可能で日々通園・通所できるものを受け入れるため，私立保育所

等が実施する次の各号に掲げる事業とする。 

 (1) 基本事業 障害児を保育するために必要な職員の配置及び環境を整えるための事業 

 (2) 保育士等配置事業 障害児を保育するために，公定価格の算定上求められる配置基

準に加えて，保育士，保育教諭（以下「保育士等」という。）を配置する事業 

（補助事業者） 

第４条 補助事業者は，私立保育所等を運営するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは，補助事業者としな

い。 

 (1) 市税を滞納しているもの 

 (2) 規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金の交付決定の取消しを受け，当

該取消しの日の属する年度の翌年度から起算して１年を経過していないもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助事業の実施に際し支出される経費のうち，補助金の交付額の算定に当たって

対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，次の各号に掲げる経費とする。 

(1) 基本事業 障害児を保育するために必要な職員の配置を行うための経費（報酬，

給料，報償費，賃金，職員手当等，共済費）及び障害児の保育に必要な環境を整え

るための経費（謝金，役務費，使用料及び賃借料，委託料，需用費，備品購入費） 

 (2) 保育士等配置事業 障害児を保育するために，公定価格の算定上求められる配置基

準に加えて，必要な保育士等の配置を行うための経費（報酬，給料，報償費，賃金，

職員手当等，共済費） 

（補助金の額） 



第６条 補助金の交付額は，私立保育所等ごとに，前条第１項に定める各号について，補

助対象経費の実支出額から寄附その他収入金を控除した額と，次項の規定による補助

金の交付限度額とを比較して，いずれか少ない方の額の合計額とする。ただし,算出さ

れた合計額に１，０００円未満の端数が生じた場合は,これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付限度額は，私立保育所等ごとに，次の各号に掲げる私立保育所等の区分

に従い，当該区分に定める額とする。 

 (1) 拠点保育所以外の私立保育所等  

補助事業支給認定区分及び障害児の要件ごとに，次に掲げる区分に応じ，それぞれ次

に定める計算方法により算定した額 

  ア 基本事業 

   (ｱ) ２，３号認定子ども 

    ａ 第２条第３項第１号に該当する児童 

月額８０，０００円×各月の初日における障害児の人数 

ｂ 第２条第３項第２号から第４号までのいずれかに該当する児童 

 次に掲げる障害児の人数の区分に応じ，それぞれに定める障害児１人当たりの 

月額×各月の初日における障害児の人数 

     (a) １人目から３人目まで １人当たり月額４０，０００円 

     (b) ４人目から６人目まで １人当たり月額５４，０００円 

     (c) ７人目以上 １人当たり月額７０，０００円 

(ｲ) １号認定子ども 

    ａ 第２条第３項第１号に該当する児童 

月額６０，０００円×各月の初日における障害児の人数 

ｂ 第２条第３項第２号から第４号までのいずれかに該当する児童 

 次に掲げる障害児の人数の区分に応じ，それぞれに定める障害児１人当たりの 

月額×各月の初日における障害児の人数 

     (a) １人目から３人目まで １人当たり月額３０，０００円 

     (b) ４人目から６人目まで １人当たり月額４０，０００円 

     (c) ７人目以上 １人当たり月額５２，０００円 



イ 保育士等配置事業 

   月の初日において２人以上障害児を受け入れており，かつ，「特定教育・保育等に

要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について」（令和５年５月

１９日付こ成保３８，５文科初第４８３号）に定める公定価格の算定上，当該月に求

められる配置基準に加えて保育士等を配置している場合は，本号のアにより算出した

額に次の計算式により算出した額を加算する。 

月の初日において受け入れている障害児数に応じ別表２に定める額×（当該障害児

数に対し２：１で保育士等を配置するために必要な保育士等数と公定価格の算定上，

当該月に求められる配置基準に加えて配置している保育士等数のうち小さい方の保育

士等数） 

 (2) 拠点保育所  

  ア 前号アに掲げる額に年額２，０００，０００円を加えた額（各月の初日における

３歳以上の拠点枠児童の数が５人を超えている場合にあっては，さらに当該月ごと

に次の計算方法により算定した額を加えた額。ただし，当該障害児数が１０人を超

えている場合にあっては，次の計算方法における月の初日における障害児数は１０

人を限度とする。） 

月額３３，３００円×（月の初日における３歳以上の拠点枠児童数－５人） 

  イ 本号アにより算出した額が前号ア及びイにより算出した額よりも少ない場合は， 

その差額を本号アにより算出した額に加えて支給する。 

（補助金の交付申請） 

第７条 規則第５条第１項第１号から第４号に規定する書類の提出は要しない。 

２ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおりと

する。 

 (1) 障害児保育実施状況調（別記様式） 

(2) 補助事業に係る経費の収支決算書 

(3) 市税を滞納していないことを証明する書類 

（着手届及び完了届の免除） 

第８条 規則第１５条ただし書の規定により，同条に規定する補助事業等着手・完了届の



提出は要しない。 

（実績報告） 

第９条 規則第１６条第２項の規定により，実績報告書の提出は要しない。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

この要綱は，平成２６年３月７日から施行し，平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成２８年３月１１日から施行し，平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成２９年３月３０日から施行し，平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年６月２５日から施行し，平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年１１月９日から施行し，平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和２年１月７日から施行し，平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和３年７月１５日から施行し，令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和４年１０月１８日から施行し，令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，平成２６年３月７日から施行し，平成２５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和６年９月３０日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和６年１２月１３日から施行し，令和６年４月１日から適用する。 

附 則 



この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 

 

 

別表１（第２条第３項.関係） 

認定こども園の類型 子どもの支給認定区分 

幼保連携型 学校法人立（学校法人化のための努

力をする園（志向園）を含む。） 

旧接続型 ３号 

旧並列型 ２号及び３号 

上記以外 ２号及び３号 

上記以外 １号，２号及び３号 

幼稚園型 幼稚園部分が学校法人立（学校法人化のための

努力をする園（志向園）を含む。） 

３号 

上記以外 １号，２号及び３号 

保育所型 １号，２号及び３号 

地方裁量型 １号，２号及び３号 

 

別表２（第６条第２項関係） 

(ｱ) ２，３号認定子ども 

各月初日における受入障害児数 単価 

２人 １４０，０００円 

３人 １４０，０００円 

４人 １３３，０００円 

５人 １３３，０００円 

６人 １２６，０００円 

７人 １２６，０００円 

８人 １１４，５００円 

９人 １１４，５００円 

１０人 １０７，６００円 

１１人 １０７，６００円 



１２人 １０３，０００円 

１３人 １０３，０００円 

１４人 ９９，７１０円 

１５人 ９９，７１０円 

１６人 ９７，２５０円 

１７人 ９７，２５０円 

１８人 ９５，３３０円 

１９人 ９５，３３０円 

２０人 ９３，８００円 

２１人 ９３，８００円 

２２人 ９２，５４０円 

２３人 ９２，５４０円 

２４人 ９１，５００円 

２５人 ９１，５００円 

２６人 ９０，６１０円 

２７人 ９０，６１０円 

２８人 ８９，８５０円 

２９人 ８９，８５０円 

３０人 ８９，２００円 

３１人 ８９，２００円 

３２人 ８８，６２０円 

３３人 ８８，６２０円 

３４人 ８８，１１０円 

３５人 ８８，１１０円 

３６人 ８７，６６０円 

３７人 ８７，６６０円 

３８人 ８７，２６０円 

３９人 ８７，２６０円 



４０人 ８６，９００円 

 

(ｲ) １号認定子ども 

各月初日における受入障害児数 単価 

２人 ９７，５００円 

３人 ９７，５００円 

４人 ９２，５００円 

５人 ９２，５００円 

６人 ８７，５００円 

７人 ８７，５００円 

８人 ７９，０００円 

９人 ７９，０００円 

１０人 ７３，９００円 

１１人 ７３，９００円 

１２人 ７０，５００円 

１３人 ７０，５００円 

１４人 ６８，０７０円 

１５人 ６８，０７０円 

１６人 ６６，２５０円 

１７人 ６６，２５０円 

１８人 ６４，８３０円 

１９人 ６４，８３０円 

２０人 ６３，７００円 

２１人 ６３，７００円 

２２人 ６２，７７０円 

２３人 ６２，７７０円 

２４人 ６２，０００円 

２５人 ６２，０００円 



２６人 ６１，３４０円 

２７人 ６１，３４０円 

２８人 ６０，７８０円 

２９人 ６０，７８０円 

３０人 ６０，３００円 

３１人 ６０，３００円 

３２人 ５９，８７０円 

３３人 ５９，８７０円 

３４人 ５９，５００円 

３５人 ５９，５００円 

３６人 ５９，１６０円 

３７人 ５９，１６０円 

３８人 ５８，８６０円 

３９人 ５８，８６０円 

４０人 ５８，６００円 

 


